
 当社は、『脱炭素推進による気候変動への対応』を重要な経営課

題と認識しており、中期経営計画「move.2025」において、製品を

通じた環境負荷低減、エネルギー資源の有効活⽤等に取り組み、

ESG経営を推進しています。 

 

 2022年には気候変動関連財務情報開⽰タスクフォース（TCFD）

※の提⾔内容に賛同し、リスクと機会を特定しシナリオ分析による

戦略のレジリエンスを検証しています。 

※ TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures

（気候関連財務情報開⽰タスクフォース） 

 当社は、ESG 基本⽅針に基づく取組みを推進するために、代表取締役社⻑を委員⻑とするESG/CSR 委

員会を設置しています。当委員会では、気候変動を主要テーマの⼀つとし、脱炭素や省エネルギー等の

サステナビリティに関する課題と⽬標、各種施策の⽴案を⾏うとともに、ESGマテリアリティの推進、

⽬標や施策の進捗状況を議論し、取締役会に報告します。 

 

 また、取締役会においてはその監督体制として、ESG/CSR委員会で審議した気候関連のリスクおよび

機会に関する指標と⽬標、対応について適宜報告を受け、必要に応じて審議の上、決議をします。

サステナビリティ -TCFD提⾔に基づく開⽰-

新晃⼯業株式会社

TCFD提⾔に基づく気候関連の情報開⽰

ガバナンス



気候変動に関するガバナンス体制

戦略

 当社は、台⾵・豪⾬の激甚化等の気候災害の拡⼤、および脱炭素化等の気候変動緩和に向けた全世界

的な取組みが当社の経営とビジネス全体に重⼤な影響を与える重要な課題であると認識しています。シ

ナリオ分析を通じて気候関連リスクの影響を認識し対応策を検討することにより、当社の事業上のリス

クの低減と価値創出の機会を実現し、持続可能かつ安定的な収益を⻑期的に確保することを⽬指しま

す。 

 

 シナリオ分析に当たっては、脱炭素社会への移⾏を想定する1.5℃∕2℃シナリオおよび経済活動を優

先する4℃シナリオを採⽤しました。1.5℃∕2℃シナリオでは、パリ協定⽬標の達成に向け、脱炭素の

ための社会政策・排出規制や技術投資等が現在以上に進んでいく未来を想定し、国際エネルギー機関

（IEA）の持続可能な開発シナリオ（Sustainable Development Scenario）および2050 年で排出量がネ

ットゼロとなるシナリオ（Net Zero Emission by 2050 Scenario）を参照し検討しています。 

 

 1.5℃∕2℃シナリオにおいては、再エネが普及し、⾃動⾞業界でEV 化の進⾏が想定されますが、それ

に伴い需要が拡⼤する銅は、同時に当社製品の主要な原料でもあり、それらの調達価格の⾼騰により、

費⽤は8億円程度の増加が⾒込まれます。また、GHG※1排出・省エネ規制/フロン利⽤に関する規制が

強化され、低GWP※2製品等への移⾏に対応できない場合、フロンを冷媒に使⽤する既存製品を販売停

⽌せざるを得なくなり、営業利益は7億円程度の減少が⾒込まれます。 

 ⼀⽅で、脱炭素に向けてZEB※3化が進⾏し、GHG 排出量の規制や省エネ規制、フロンの利⽤に関す

る規制が強化され、それらに伴う社会意識の変化への対応を進めていく中、エネルギー効率が⾼く、

GHG 排出量が低い製品への需要が拡⼤することは、当社にとっては機会でもあると考えています。GHG

排出量削減に寄与する製品の需要増により、営業利益は21億円程度の増加が⾒込まれます。 

 



 これらの事業インパクトを定量的に分析したところ、1.5℃∕2℃シナリオにおいては、リスクによる

営業利益の減少は約18億円、機会による営業利益の増加は約29億円となり、リスク・機会すべてが実現

した場合、営業利益を約11億円押し上げる試算結果となりました。 

 また、4℃シナリオにおいては、リスクによる営業利益の減少は約3億円、機会による営業利益の増加

は約13億円となり、リスク・機会がすべて実現した場合、営業利益を約10億円押し上げる試算結果とな

りました。 

 

 以上の分析により、当社では、1.5℃∕2℃シナリオもしくは4℃シナリオのいずれの社会が実現した

場合においても、機会がリスクを上回る結果となりました。 

 

 今後、シナリオ分析で明らかになったリスク・機会への対応として、冷媒規制に対する技術開発、製

造の省エネ化・効率化、空調設備の省エネ性能強化/技術開発等を実⾏し、不確実な将来に向けたレジリ

エンスを⾼めていきます。 

 また、これらの事業活動を通じ、社会全体のサステナビリティ実現に貢献することにより1.5℃シナリ

オで想定される低炭素社会を⽬指します。 

 

※1 GHG・・・Greenhouse Gas（温室効果ガス） 

※2 GWP・・・Global Warming Potential（地球温暖化係数） 

※3 ZEB・・・Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：快適な室内環境を実現

しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすることを⽬指した建物

1.5℃∕2℃シナリオ分析における事業インパクト（営業利益ベース）



4℃シナリオ分析における事業インパクト（営業利益ベース）

1.5℃∕2℃シナリオ

 当社が特定した重要なリスクと機会およびシナリオ分析の結果は下記のとおりです。



4℃シナリオ

 当社は、気候変動に伴うさまざまな外部環境の変化について、ESG/CSR 委員会においてその要因を

「移⾏リスク」と「物理的リスク」に分類のうえ、財務的影響を⼤・中・⼩の３段階で評価し、重要な

リスクと機会を特定しています。 

 

 識別・評価された各リスクは，該当部⾨が管理し，製造の省エネ化・効率化、省エネや気候変動に即

した空調の普及活動等を通じ、CO2 排出量の削減の対応策を検討しています。またそれらのリスクへの

対応案は，ESG/CSR 委員会において集約・管理され、定期的に取締役会に報告することとしています。 

 

 今後は、更なるリスク管理の⾼度化を⽬指し、リスク管理体制の強化を進めます。

リスク管理



 当社は、気候関連のリスクおよび機会を評価・管理するに当たり、Scope1およびScope 2の CO2排出

量を指標としています。2050年に向けた⻑期⽬標を含むCO2削減⽬標を設定し、CO2 フリー電⼒への切

り替えや製造過程における燃料使⽤量削減等により、事業活動におけるCO2排出量削減の取組みを推進

しています。

2030 年末までに2019 年度の実績⽐で50%のCO2排出量の削減を⽬標とし、2050年末までにCO2排出量

を実質ゼロとします。

 基準年度である2019年度と⽐較し、2020年度および2021年度の事業活動におけるCO2排出量は増加し

ました。拠点の増加や⾃社ビルの新築に伴い、Scope2に起因するCO2排出量が増加した事が主な要因で

す。 

 2020年度においては、⻄⽇本地区の新たなショールームであるSINKO AIR DESIGNSTUDIOが4⽉から

稼働し、７⽉には、神奈川⼯場北エリアを取得しました。また、2021年度においては、神奈川⼯場内に

新築したオフィス棟が9⽉から稼働したことにより、Scope2に起因するCO2排出量が増加しました。 

 ⼀⽅、2021年度における⽣産量の増加に伴い、Scope1に起因するCO2排出量は増加しました。 

 今後のCO2排出量低減の施策として、各拠点で使⽤する電⼒をCO2フリー電⼒に切り替えると共に、

Scope１に起因するCO2排出量を削減するため、製造過程において灯油を使⽤し加熱する設備を電気式

へ切り替える等の検討を進めております。

指標と⽬標

⽬標

達成状況

※1 2020年度 … SINKO AIR DESIGN STUDIO稼働開始および神奈川⼯場北エリア取得による増加 

※2 2021年度 … SINKO AIR DESIGN STUDIOの稼働、神奈川⼯場オフィス棟稼働開始および北エリア稼動による増加
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